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１．これまでの経過 ２．論点整理検討会の構成 

○生活困窮者自立支援法 
        （平成二十五年法律第百五号）附則 
（検討） 
第二条  政府は、この法律の施行後三年を目途

として、この法律の施行の状況を勘案し、生活困
窮者に対する自立の支援に関する措置の在り方
について総合的に検討を加え、必要があると認め
るときは、その結果に基づいて所要の措置を講ず
るものとする。 
○経済・財政再生計画 改革工程表（抄） 

平成29（2017）年度の次期生活保護制度の在り方
の検討に合わせ、第２のセーフティネットとしての
生活困窮者自立支援制度の在り方について、関
係審議会等において検討し、検討の結果に基づ
いて必要な措置を講ずる（法改正を要するものに
係る2018年通常国会への法案提出を含む）。 

 生活困窮者自立支援法（平成２７年４
月施行）附則に定める施行３年後の検
討規定、「経済・財政再生計画改革工
程表」を踏まえ、検討を開始。 

 昨年１０月から「生活困窮者自立支援
のあり方に関する論点整理のための検
討会」を開催。 

（座
長
） 

※五十音順、敬称略 
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生活困窮者自立支援法の見直しについて 



 
～2016年度 

2019 
年度 2017年度 

2018 
年度 

自立相談支援事業
における生活困窮
者の年間新規相談
件数【2018年度まで
に40万件】 
 
自立生活のための
プラン作成件数
【2018年度までに年
間新規相談件数の
50％】 
 
自立生活のための
プランに就労支援が
盛り込まれた対象
者数【2018年度まで
にプラン作成件数
の60％】 
 
自立相談支援機関
が他機関・制度へつ
ないだ（連絡・調整
や同行等）件数【見
える化】 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
― 

就労支援プラン対
象者のうち、就労
した者及び就労に
よる収入が増加し
た者の割合【2018
年度までに75％】 
 
継続的支援対象
者の１年間でのス
テップアップ率 
（※）【2018年度ま
でに90％】 
（※）「自立意
欲等」「経済的
困窮」「就労」
に関する状況が
改善している者
の割合 
 
生活困窮者自立
支援制度の利用に
よる就労者及び増
収者数増加効果
【見える化】 
 
任意の法定事業
及び法定外の任
意事業の自治体ご
との実施状況【見
える化】 
 
 
 

― 

通常国会 概算要求 
税制改正要望等 

年末 通常国会 

KPI 
（第一階層） 

KPI 
（第二階層） 

2020 
年度～ 

《主担当府省庁等》 

集中改革期間 

≪厚生労働省≫ 

生
活
保
護
等 

生活困窮者自立支援制度や求職者支援制度を効率的・効果的に運営する中で、就労・増収等を通じた自立を促進するため、地方
自治体等において対象者の状態に合わせて適切に求職者支援制度の利用を促す 

2017年度の次期生活保護制度の在り方の検討に
合わせ、第２のセーフティネットとしての生活困窮者
自立支援制度の在り方について、関係審議会等に
おいて検討し、検討の結果に基づいて必要な措置
を講ずる（法改正を要するものに係る2018年通常国
会への法案提出を含む） 

＜㊹雇用保険の国庫負担の当面の在り方の検討＞ 

＜㊸生活困窮者自立支援制度の着実な推進＞ 

「アベノミクスの成果等により、
雇用情勢が安定的に推移し
ていること等を踏まえ、雇用
保険料や国庫負担の時限的
な引下げ等について、必要な
検討を経て、成案を得、平成
29年度（2017年度）から実現
する」とした 

2017年度から2019
年度までの３年間
に限り、雇用保険
の保険料率を
2/1,000引き下げ、
国庫負担を本来負
担すべき額の10％
に相当する額とす
る法案を、2017年
通常国会に提出す
る 

経済・財政再生計画 改革工程表（平成28年12月21日経済財政諮問会議決定） 
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論点整理（案）について（骨子） 

先進的に取り組む自治
体と取組が脆弱な自治
体の差の拡大。 

特に、貧困の連鎖防
止・子どもの貧困への
対応や高齢の生活困窮
者の支援が社会的課題。 

任意事業である就労準
備支援事業・家計相談
支援事業の未実施や、
住まいを巡る課題への
支援の不足。 

自立支援に当たっては、
地域に互助の関係づく
りや参加・就労の場を
求める必要があるが、
まだ試行錯誤も多い。 

まだ生活困窮者は少な
からずいると考えられ、
確実に支援につなげる
必要。 

 日々の生活に追われ、また、自尊感情の低下等により、自ら自立相談支援機
関へ相談することの難しい人にも確実に支援を行えるようにすること。 

 自立相談支援機関は、包括的な支援の「入口」として、経済的困窮の課題を抱
える人であるかどうかに関わらず、すべての相談を断らないことを基本とすること。 

 貧困の連鎖防止、子どもの貧困への対応の観点から、子どもに対する学習を始
めとした総合支援とともに、子どものための世帯支援を強化すること。 

 高齢の生活困窮者に対し、本人の意向を踏まえつつ就労、家計、居住面の支
援が組み合わせられるよう、支援体系を整備すること。 

 包括的な支援をより的確、効果的に行うために、就労、家計面の支援を全国的
に充実すること。 

 就労、家計面と共に自立を支える要素である居住面について、一時的・過渡的
な支援に加え、長期継続性のある「住まう」ための支援を行えるようにすること。 

 支援の展開のため、支え手側と受け手側に分かれるのではなく、生活困窮者を
含め地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら自分らしく活躍できる
地域コミュニティを育成し、福祉などの地域の公的サービスと協働して助け合いな
がら暮らすことのできる仕組みを基本とすること。【地域共生社会づくりの一翼】 

 地域の自発性や創意工夫を重視しつつも、地域ごとの支援体系を底上げし、全
国的な支援の質を向上すること。 

＜課 題＞               ＜法制度の充実に当たっての視点＞ 
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【現状の評価と課題】 
○「住まい」は、単にハードとしての「住宅・住居」の役割にとどまらず、家庭を育み、地域社会とのつながりを持ちながら生 
 活していく「拠点」としての重要な役割があり、その確保が自立の基盤となる。 
 
○従来より住宅行政における住宅セーフティネットとして、公営住宅のほか、民間住宅を活用した借上公営住宅、地域優 
 良賃貸住宅等が供給されてきた。また、「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」第１０条に 
 基づく居住支援協議会による支援も行われてきた。現在、国土交通省においては、こうした住宅セーフティネット機能の 
 強化に向けた検討も進んでいる。 
  （実績） 
   ・公営住宅の管理戸数（H26年度） 約216万戸 
   ・民間賃貸住宅に居住する高齢者世帯数（H25年度） 約162万世帯 
   ・居住支援協議会の設置状況（平成28年11月末現在） 47都道府県17区市町 

 
○生活困窮者にとっては、住まいを確保するに当たり家賃負担の問題に加え、連帯保証人、緊急連絡先の確保等の様々 
 な課題がある。住居確保給付金により一時的に支援を行えば自立が可能となる世帯もあるが、本来的に長期継続性の 
 ある「住まう」という面についての具体的な支援メニューは現行法にはない。 
  （実績） 
   ・高齢者の入居に対して拒否感を有する大家の割合 60％ 
   ・連帯保証人の確保に困った経験のある人 8.4％ 

生活困窮者自立支援のあり方に関する論点整理（案）【H28.1.23】（抜粋） 

○ 生活困窮者が抱える家賃負担や連帯保証、緊急連絡先の確保等の「住まい」を巡る課題に 
 対し、支援の不足が明らかになってきている。 
○ 自立を支える要素である居住面について、現行法において想定されている一時的・過渡的な 
 支援に加え、本来的に長期継続性のある「住まう」ための支援を行えるようにする。 

（６）居住支援のあり方 
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※本論点整理（案）については、3月6日開催の論点整理検討会において再度議論される。 



○居住支援協議会の取組や、「低所得高齢者等住まい・生活支援モデル事業」、居住支援に先進的に取り組む事例等か 
 らは、ハードとしての住居だけでなく、必要に応じた生活支援を付けることによって保証の問題も解消する等、生活支援 
 とハード面を一体的にした居住支援のニーズがあるのではないか、こうした生活支援を誰がどのように提供するのか、と 
 いった論点が出てきている。 

【論点】 
 
（居住支援の必要性と検討すべき点） 
○生活困窮者自立支援において居住支援は不可欠な要素ではないか。 
 
○支出に占める家賃負担が大きい場合、本人が希望すれば、転居は家計改善において効果的な手段となるが、低廉な 
 家賃の住宅は限定されており、特に高齢者の転居は入居拒否等の様々な課題が存在する。こうした現状を踏まえ、どの 
 ような支援が考えられるか。 
 
○身寄りがなく、収入の見通しが立たない生活困窮者は民間賃貸物件に入居することが難しい。自立支援や地域の見守 
 りがしっかりと付いていることで、入居しやすくなるのではないか。 
 
○基礎自治体での居住支援協議会設置が推進されており、この動きと併せて、自立相談支援事業との連携を促進してい 
 くことが必要ではないか。また、空き家の活用と連携していくことも重要ではないか。 
 
○「住まう」という概念には期間設定がなじまない。仮に居住支援を一つの事業とする場合、どこまでを制度の中の支援と 
 位置付けるべきか。 
 
○生活困窮者に対する居住支援の検討に当たっては、生活保護受給者も含めて利用している無料低額宿泊所のあり方 
 との関連も念頭に置くべきではないか。 
 
（住宅手当（家賃補助）） 
○家賃補助は、高齢者だけでなく、現役の稼働年齢層や若年層、厳しい家庭環境にあって自立できる年齢に達している 
 子どもに対する効果的な支援の一つとして、国土交通省において検討されている新たな住宅セーフティネットの家賃補 
 助制度に期待しつつ、十分に活用できるよう連携を深めるべきではないか。 

5 



生活困窮者自立支援法（平成25年法律第105号）について 

 

１．自立相談支援事業の実施及び住居確保給付金の支給（必須事業） 
  ○ 福祉事務所設置自治体は、「自立相談支援事業」（就労その他の自立に関する相談支援、事業利用のためのプラン作成

等）を実施する。 
    ※ 自治体直営のほか、社会福祉協議会や社会福祉法人、NPO等への委託も可能（他の事業も同様）。 
  ○ 福祉事務所設置自治体は、離職により住宅を失った生活困窮者等に対し家賃相当の「住居確保給付金」（有期）を支給す

る。 
 

２．就労準備支援事業、一時生活支援事業及び家計相談支援事業等の実施（任意事業） 
  ○ 福祉事務所設置自治体は、以下の事業を行うことができる。 
   ・ 就労に必要な訓練を日常生活自立、社会生活自立段階から有期で実施する「就労準備支援事業」 
   ・ 住居のない生活困窮者に対して一定期間宿泊場所や衣食の提供等を行う「一時生活支援事業」 
   ・ 家計に関する相談、家計管理に関する指導、貸付のあっせん等を行う「家計相談支援事業」 
   ・ 生活困窮家庭の子どもへの「学習支援事業」その他生活困窮者の自立の促進に必要な事業 
 

３．都道府県知事等による就労訓練事業（いわゆる「中間的就労」）の認定 
  ○ 都道府県知事、政令市長、中核市長は、事業者が、生活困窮者に対し、就労の機会の提供を行うとともに、就労に必要な

知識及び能力の向上のために必要な訓練等を行う事業を実施する場合、その申請に基づき一定の基準に該当する事業で
あることを認定する。 

 

４．費用 
  ○ 自立相談支援事業、住居確保給付金：国庫負担３／４ 
  ○ 就労準備支援事業、一時生活支援事業：国庫補助２／３ 
  ○ 家計相談支援事業、学習支援事業その他生活困窮者の自立の促進に必要な事業：国庫補助１／２ 

法律の概要 

施行期日 平成２７年４月１日 

生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、自立相談支援事業の実施、住
居確保給付金の支給その他の支援を行うための所要の措置を講ずる。 
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（地域福祉の推進） 

第４条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に
関する活動を行う者（以下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉
サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活
を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確
保されるように、地域福祉の推進に努めなければならない。 

２ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉サービスを必要とす
る地域住民及びその世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若し
くは要支援状態となることの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽
減若しくは悪化の防止をいう。）、保健医療、住まい、就労及び教育に関す
る課題、福祉サービスを必要とする地域住民の地域社会からの孤立その
他の福祉サービスを必要とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる分
野の活動に参加する機会が確保される上での各般の課題（以下「地域生
活課題」という。）を把握し、地域生活課題の解決に資する支援を行う関係
機関（以下「支援関係機関」という。）との連携等によりその解決を図るよう
特に留意するものとする。 

 

社会福祉法改正案（第４条） 
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いつまでも元気に暮らすために･･･   

生活支援・介護予防 

地域包括ケアシステムの姿 

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定 

■在宅系サービス： 
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護  
・小規模多機能型居宅介護 
・短期入所生活介護 
・福祉用具 
・24時間対応の訪問サービス 
・複合型サービス 
   （小規模多機能型居宅介護＋訪問看護） 等 

 ・自宅 
 ・サービス付き高齢者向け住宅 等 

相談業務やサービスの 
コーディネートを行います。 

■施設・居住系サービス 
・介護老人福祉施設 
・介護老人保健施設 
・認知症共同生活介護 

・特定施設入居者生活介護 
                等 

 

日常の医療： 
 ・かかりつけ医、有床診療所 
 ・地域の連携病院 
 ・歯科医療、薬局 

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等 

・地域包括支援センター 
・ケアマネジャー 

通院・入院 
通所・入所 

病院： 
 急性期、回復期、慢性期 

病気になったら･･･   

医 療 
 

介護が必要になったら･･･   

   介 護 

■介護予防サービス 

地域包括ケアシステムの構築について 

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される
体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。 

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要。 

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。 

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の
特性に応じて作り上げていくことが必要。 

住まい 
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１ 自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進（介護保険法） 
  全市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止に向けて取り組む仕組みの制度化 
    ・ 国から提供されたデータを分析の上、介護保険事業（支援）計画を策定。計画に介護予防・重度化防止等の取組内容と目標を記載 
    ・ 都道府県による市町村に対する支援事業の創設    ・ 財政的インセンティブの付与の規定の整備 

   （その他） 
    ・ 地域包括支援センターの機能強化（市町村による評価の義務づけ等） 
    ・ 居宅サービス事業者の指定等に対する保険者の関与強化（小規模多機能等を普及させる観点からの指定拒否の仕組み等の導入） 
    ・ 認知症施策の推進（新オレンジプランの基本的な考え方（普及・啓発等の関連施策の総合的な推進）を制度上明確化） 
 
２ 医療・介護の連携の推進等（介護保険法、医療法） 
 ① 「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」としての機能とを兼ね備えた、新たな介護保険施設を創設 
    ※ 現行の介護療養病床の経過措置期間については、６年間延長することとする。病院又は診療所から新施設に転換した場合には、転換前の病

院又は診療所の名称を引き続き使用できることとする。 

 ② 医療・介護の連携等に関し、都道府県による市町村に対する必要な情報の提供その他の支援の規定を整備 
 
３ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進等（社会福祉法、介護保険法、障害者総合支援法、児童福祉法） 
    ・ 市町村による地域住民と行政等との協働による包括的支援体制作り、福祉分野の共通事項を記載した地域福祉計画の策定の   

努力義務化 
   ・ 高齢者と障害児者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障害福祉制度に新たに共生型サービスを位置付ける 

   （その他） 
    ・ 有料老人ホームの入居者保護のための施策の強化（事業停止命令の創設、前払金の保全措置の義務の対象拡大等） 
    ・ 障害者支援施設等を退所して介護保険施設等に入所した場合の保険者の見直し（障害者支援施設等に入所する前の市町村を保険者とする。） 

Ⅰ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

 
４ ２割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合を３割とする。（介護保険法） 

５ 介護納付金への総報酬割の導入（介護保険法） 
  ・ 各医療保険者が納付する介護納付金（40～64歳の保険料）について、被用者保険間では『総報酬割』（報酬額に比例した負担）とする。 

Ⅱ 介護保険制度の持続可能性の確保 

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案のポイント 

※ 平成３０年４月１日施行。（ Ⅱ５は平成29年8月分の介護納付金から適用、Ⅱ４は平成３０年８月１日施行） 

高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能性を確保
することに配慮し、サービスを必要とする方に必要なサービスが提供されるようにする。 
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データに
基づく 
地域課題
の分析 

取組内容・ 
目標の計画へ
の記載 
 
 
 

保険者機能の発揮・向上（取組内容） 
 

 ・ リハビリ職等と連携して効果的な介護予
防を実施 

 ・ 保険者が、多職種が参加する地域ケア
会議を活用しケアマネジメントを支援 

                        等 

適切な指標に
よる実績評価 

 
・ 要介護状態
の維持・改善
度合い 
・ 地域ケア会
議の開催状況 

等 

インセンティブ 
 

・ 結果の公表 
・ 財政的インセン
ティブ付与 

都道府県が研修等を通じて市町村を支援 

１．保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止に向けた取組の推進 

 見直し内容  

国による 
分析支援 

H23年 
H27年 

17.3 

18.0 

9.6 
9.3 

19.6 

18.6 

要介護認定率の推移 

先進的な取組を行っている 
和光市、大分県では 

 ● 認定率の低下 
● 保険料の上昇抑制 

全国  和光市   大分県 

○ 高齢化が進展する中で、地域包括ケアシステムを推進するとともに、制度の持続可能性を
維持するためには、保険者が地域の課題を分析して、高齢者がその有する能力に応じた自
立した生活を送っていただくための取組を進めることが必要。 

 
○ 全市町村が保険者機能を発揮して、自立支援・重度化防止に取り組むよう、 
① データに基づく課題分析と対応（取組内容・目標の介護保険事業（支援）計画への記載） 
② 適切な指標による実績評価  
③ インセンティブの付与 

 を法律により制度化。 
 
※主な法律事項 
・介護保険事業（支援）計画の策定に当たり、国から提供されたデータの分析の実施  
・介護保険事業（支援）計画に介護予防・重度化防止等の取組内容及び目標を記載 
・都道府県による市町村支援の規定の整備 
・介護保険事業（支援）計画に位置付けられた目標の達成状況についての公表及び報告 
・財政的インセンティブの付与の規定の整備 
 

  

～ 保険者機能の抜本強化 ～ 
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２．新たな介護保険施設の創設 

  ○今後、増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、「日常的な医学管理が必要な
重介護者の受入れ」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」としての機能を兼ね備えた、
新たな介護保険施設を創設する。 

 
 ○病院又は診療所から新施設に転換した場合には、転換前の病院又は診療所の名称を引き続き使用で

きることとする。 

＜新たな介護保険施設の概要＞ 

見直し内容 

名称 
介護医療院 
※ただし、病院又は診療所から新施設に転換した場合には、転換前の病院又は診
療所の名称を引き続き使用できることとする。 

機能 
要介護者に対し、「長期療養のための医療」と「日常生活上の世話（介護）」を
一体的に提供する。（介護保険法上の介護保険施設だが、医療法上は医療提供施
設として法的に位置づける。） 

開設主体 地方公共団体、医療法人、社会福祉法人などの非営利法人等 

※ 具体的な介護報酬、基準、転換支援策については、介護給付費分科会等で検討。 

☆ 現行の介護療養病床の経過措置期間については、６年間延長することとする。   
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障害福祉サービス事業所等 
 

介護保険事業所 

３．地域共生社会の実現に向けた取組の推進 

 新たに共生型サービスを位置づけ 

○ 高齢者と障害児者が同一の事業所でサービスを受けやすくするため、 介護保険と障害福祉両方の制度に 
新たに共生型サービスを位置付ける。（指定基準等は、平成30年度介護報酬改定及び障害福祉サービス等報酬改定時に検討） 

サービスを提供する場合、 
それぞれ指定基準を 
満たす必要がある 

共生型サービス事業所 
新 

介護保険事業所 

 

障害福祉サービス事業所等 

高齢者 障害児者 
高齢者 障害児者 障害福祉サービス事業

所等であれば、介護保険
事業所の指定も受けや
すくする特例を設ける。 
※逆も同じ 

※対象サービスは、 
 ①ホームヘルプサービス、 
 ②デイサービス、 
 ③ショートステイ等を想定 

現行 

「我が事・丸ごと」の地域作り・包括的な支援体制の整備 

１．「我が事・丸ごと」の地域福祉推進の理念を規定 
地域福祉の推進の理念として、支援を必要とする住民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生活課題について、住民や福祉関係者による①把握

及び②関係機関との連携等による解決 が図られることを目指す旨を明記。 

２．この理念を実現するため、市町村が以下の包括的な支援体制づくりに努める旨を規定 
 ○ 地域住民の地域福祉活動への参加を促進するための環境整備 
 ○ 住民に身近な圏域において、分野を超えて地域生活課題について総合的に相談に応じ、関係機関と連絡調整等を行う体制 
 

  
 ○ 主に市町村圏域において、生活困窮者自立相談支援機関等の関係機関が協働して、複合化した地域生活課題を解決するための体制 

３．地域福祉計画の充実 
 ○ 市町村が地域福祉計画を策定するよう努めるとともに、福祉の各分野における共通事項を定め、上位計画として位置づける。（都道府県が策定す
る地域福祉支援計画についても同様。） 

（＊）例えば、地区社協、市区町村社協の地区担当、地域包括支援センター、相談支援事業所、地域子育て支援拠点、利用者支援事業、社
会福祉法人、ＮＰＯ法人等 

※法律の公布後３年を目途として、２の体制を全国的に整備するための方策について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる旨

の附則を置く。 
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※１ 具体的な基準は政令事項。現時点では、「合計所得金額（給与収入や事業収入等から給与所得控除や必要経費を控除した額） 220万円以上」かつ「年金収入＋その他合計所得金額340万円以上（単
身世帯の場合。夫婦世帯の場合463万円以上）」とすることを想定。⇒単身で年金収入のみの場合344万円以上に相当 
※２ 「合計所得金額160万円以上」かつ「年金収入＋その他合計所得金額280万円以上（単身世帯の場合。夫婦世帯の場合346万円以上）」⇒単身で年金収入のみの場合280万円以上に相当 

※介護保険事業状況報告（平成２８年４月月報） 
※特養入所者の一般的な費用額の２割相当分は、既に44,400円の上限に当たっている
ため、３割負担となっても、負担増となる方はほとんどいない。 

４．現役世代並みの所得のある者の利用者負担割合の見直し 

世代間・世代内の公平性を確保しつつ、制度の持続可能性を高める観点から、２割負担者のうち特に所得の
高い層の負担割合を ３割とする。ただし、月額４４，４００円の負担の上限あり。【平成30年８月施行】 

見直し内容 

負担割合 

年金収入等 340万円以上 
（※１） 

 

２割 ⇒ ３割 
 
 

２割   
年金収入等 280万円以上 

（※2） 

年金収入等 280万円未満 １割 

特養 

受給者数（実績） 360 136 56 496 

３割負担（推計） 約13 約4 約1 約16 

うち負担増 
（対受給者数） 

約11 
（3％） 

約1 
（1％） 

約0.0 
（0.0％） 

約12 
（3％） 

２割負担（実績） 35 10 2 45 

１割負担（実績） 325 126 54 451 

【対象者数】 

（単位：万人） 

【利用者負担割合】 

受給者全体 ： ４９６万人 

３割負担となり、負担増となる者 ： 約１２万人（全体の約 ３％） 

現行制度の２割負担者 ： ４５万人 

合計 
施設・居住系 在宅サービス 
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５．介護納付金における総報酬割の導入 

見直し内容 

○ 第２号被保険者（40～64歳）の保険料は、介護納付金として医療保険者に賦課しており、各医療保険者が加
入者である第２号被保険者の負担すべき費用を一括納付している。 

 

○ 各医療保険者は、介護納付金を、２号被保険者である『加入者数に応じて負担』しているが、これを被用者保
険間では『報酬額に比例した負担』とする。（激変緩和の観点から段階的に導入）【平成29年8月分より実施】 

第２号被保険者
の保険料 28% 

第１号被保険者の
保険料 22% 

地方自治体 
負担 25% 

国庫負担 
 25% 

【介護給付費の財源】 

「負担増」となる被保険者 約１，３００万人 

「負担減」となる被保険者 約１，７００万人 

国 保 

医療保険者が介護納付金として負担 

協会けんぽ 健保組合 共済組合 

各医療保険者は、被保険者数に 
 応じて納付金を負担（加入者割） 

被用者保険間では報酬額
に比例して負担する仕組
み（総報酬割）を導入 

 

２９年度 
３０年度 ３１年度 ３２年度 

～７月 ８月～ 

総報酬
割分 

なし １／２ １／２ ３／４ 全面 

【総報酬割導入のスケジュール】 

【全面総報酬割導入の際に影響を受ける被保険者数】 

※ 平成26年度実績ベース 14 



 介護保険事業（支援）計画と高齢者住まい計画との調和規定 

六 都道府県高齢者居住安定確保計画及び市町村高齢者居住安定確保計画の策定に関する基本的な事項 

 都道府県は、高齢者住まい法及び本基本方針に従い、また、住生活基本計画（都道府県計画）、都道府県老人福祉計画及
び都道府県介護保険事業支援計画（以下「都道府県老人福祉計画等」という。）と調和を図りつつ、都道府県高齢者居住安定
確保計画を策定することが望ましい。 

 市町村は、高齢者住まい法及び本基本方針（都道府県高齢者居住安定確保計画が定められている場合にあっては高齢者
住まい法及び都道府県高齢者居住安定確保計画）に従い、また、市町村老人福祉計画及び市町村介護保険事業計画（以下
「市町村老人福祉計画等」という。）と調和を図りつつ、市町村高齢者居住安定確保計画を策定することが望ましい。 

高齢者の居住の安定の確保に関する基本的な方針（平成二十一年厚生労働省・国土交通省告示第一号） 

（市町村介護保険事業計画） 
第百十七条  （略） 
８ 市町村介護保険事業計画は、社会福祉法第百七条に規定する市町村地域福祉計画、高齢者の居住の安定確保に関する
法律（平成十三年法律第二十六号）第四条の二第一項に規定する市町村高齢者居住安定確保計画その他の法律の規定に
よる計画であって要介護者等の保健、医療、福祉又は居住に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければな
らない。 
９～11 （略） 
 
（都道府県介護保険事業支援計画）  
第百十八条   （略） 
７  都道府県介護保険事業支援計画は、社会福祉法第百八条に規定する都道府県地域福祉支援計画、高齢者の居住の安
定確保に関する法律第四条第一項に規定する都道府県高齢者居住安定確保計画その他の法律の規定による計画であって
要介護者等の保健、医療、福祉又は居住に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。  
８ （略） 

介護保険法（平成九年法律第百二十三号） 

参考 
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     「低所得高齢者等住まい・生活支援モデル事業」の概要 

１．事業概要 
  自立した生活を送ることが困難な低所得・低資産高齢者等を対象に、社会福祉法人やＮＰＯ法人等が、地域連携・
協働のネットワークを構築し、 

   ➀既存の空家等を活用した住まいの確保を支援するとともに、  ➁日常的な相談等（生活支援）や見守りにより、 

 高齢者等が住み慣れた地域において継続的に安心して暮らせるよう体制を整備する事業に対して助成を行う。 

２．実施主体   市区町村（社会福祉法人、ＮＰＯ法人等への委託可能）              

家主 

地域住民 

病院 

不動産仲介業者 
空き家・空き部屋

の活用 地
域
連
携
・協
働
の 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化 

団地 

戸建て 

地域ごとに互助 
（互いの見守り） 

相談援助や見守り 

社会福祉法人 
・NPO法人等 

①住まいの確保支援 

事業実施主体 
（社会福祉法人 
・NPO法人等） 

地域包括支援センター 

福祉事務所 
住宅情報の提供・相談・入居支援 

 
 
 

地域支援 
の拠点 

②生活支援 

（事業のイメージ） 

低所得・低資産、家族がいない、社会
的なつながりによる支援が乏しい、心
身の状況の低下により、居住の継続が
困難等 

平成２６年度 
より実施 

⇒ モデル事業で行われている効果的な取組について、全国的な展開を図っていく。  

※平成28年度現在、15自治体が実施 
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【財源構成】 
国 25% 
都道府県  
  12.5% 
市町村  
  12.5% 
1号保険料  
    22% 
2号保険料  
    28% 

 
 

【財源構成】 

国  39% 
都道府県  
  19.5% 
市町村   
   19.5% 
1号保険料    
     22% 
 

介護予防・日常生活支援総合事業 
  （要支援1～２、それ以外の者） 

包括的支援事業  

介護予防給付（要支援1～２） 

任意事業 
 
○ その他の事業 
  
 カ  地域自立生活支援事業 
 
   ① 高齢者の安心な住まいの確保

に資する事業 

地
域
支
援
事
業 

介護給付（要介護1～５） 

別記６ 任意事業 
３ 事業内容 
（３） その他の事業 
    カ 地域自立生活支援事業 
       次の①から④までに掲げる高齢者の地域における自立

した生活を継続させるための事業を実施する。 
 

① 高齢者の安心な住まいの確保に資する事業 

   市町村が運営する高齢者世話付住宅（シルバーハウ

ジング）や、サービス付き高齢者向け住宅、多くの高齢

者が居住する集合住宅等を対象に、日常生活上の生活

相談・指導、安否確認、緊急時の対応や一時的な家事

援助等を行う生活援助員を派遣し、関係機関・関係団体

等による支援体制を構築する等、地域の実情に応じた、

高齢者の安心な住まいを確保するための事業を行う。 

「高齢者の安心な住まいの確保に資する事業」について 

○地域支援事業（現行） ○「地域支援事業実施要綱」 
   （H18.6.9厚生労働省老健局長通知） 
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(1) 挨拶・鼎談 
 ・ 高齢者住宅財団理事長 
 ・ 厚生労働省老健局審議官 
 ・ 国土交通省住宅局審議官 

(2) 記念講演 
  宮本太郎教授（中央大学法学部） 「生活と居住の保証をどう再構築するか」 

(3) 居住支援協議会等の取組 
 ・ 本別町（本別町総合ケアセンター） 
 ・ 埼玉県（埼玉県都市整備部住宅課） 
 ・ 京都市（京都市老人福祉施設協議会／地域密着型総合ｹｱｾﾝﾀｰきたおおじ） 
 ・ 福岡市（福岡市社会福祉協議会） 
 ・ 大牟田市（大牟田市都市整備部建築住宅課） 
  進行：白川泰之教授（東北大学大学院） 

(4) パネルディスカッション 
 ・ 宮本太郎教授 （中央大学法学部） 
 ・ 園田眞理子教授（明治大学理工学部） 
 ・ 高橋紘士理事長（高齢者住宅財団） 
 ・ 山田尋志顧問 （京都市老人福祉施設協議会顧問／地域密着型総合ケアセンター 

きたおおじ代表） 
 ・ 大牟田市都市整備部建築住宅課長 
 ・ 厚生労働省老健局高齢者支援課長 
 ・ 厚生労働省社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室長 
 ・ 国土交通省住宅局安心居住推進課長 

    ○ 自治体等行政関係者 296名 

    ○ 一般・マスコミ等     89名 

              （合計）   385名 

  

○  高齢者、子育て世帯、障害者等の住宅確保要配慮者に対する居住支援の強化を図る目的から、国における居住や福
祉に関する施策と各地の居住支援協議会で行っている先進的な取組みに関する情報提供の場として、厚生労働省・国土
交通省主催で居住支援全国サミットを開催（平成29年2月22日）。 

プログラム 

参加状況（平成29年2月22日） 

居住支援全国サミットの開催 
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